
❷　変　圧　器
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油入変圧器（単相） モールド変圧器（三相）

表・電・2-4-2　変圧器 （ 1 台当たり）

名　　　称 規　　　格
変圧器

雑材料
電　工 普　通

作業員 その他 搬入費 摘　要
台 人 人

変 圧 器
（6kV/3kV）

単相 10kVA 1

一式

（ 材料 ）価格
×0 . 002

0 . 460 0 . 460

一式 一式

〃 20 〃 1 0 . 779 0 . 779
〃 30 〃 1 0 . 823 0 . 823
〃 50 〃 1 0 . 973 0 . 973
〃 75 〃 1 1 . 60 1 . 60
〃 100 〃 1 1 . 71 1 . 71
〃 150 〃 1 2 . 12 2 . 50
〃 200 〃 1 2 . 25 2 . 65
〃 250 〃 1 2 . 59 2 . 98
〃 300 〃 1 2 . 90 3 . 37
〃 400 〃 1 3 . 41 4 . 29
〃 500 〃 1 3 . 81 4 . 68

三相 10kVA 1 0 . 584 0 . 584
〃 20 〃 1 0 . 947 0 . 947
〃 30 〃 1 1 . 04 1 . 04
〃 50 〃 1 1 . 22 1 . 22
〃 75 〃 1 1 . 81 1 . 81
〃 100 〃 1 2 . 01 2 . 01
〃 150 〃 1 2 . 47 2 . 84
〃 200 〃 1 2 . 74 3 . 15
〃 250 〃 1 3 . 09 3 . 58
〃 300 〃 1 3 . 55 3 . 95
〃 400 〃 1 3 . 89 4 . 79
〃 500 〃 1 4 . 37 5 . 25

（注）　1． 油入または乾式（箱共）の場合とする。
　　　2．「その他」の率対象は，電工，普通作業員とする。

変圧器の種類

油 入 油入変圧器

乾 式 モールド変圧器

H種乾式変圧器

❸ 高圧進相コンデンサ

❹　直列リアクトル
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電
力
設
備

工

事

ルトクアリ列直高圧進相コンデンサ

（注）種類には，油入，乾式（モールド，ガス封入式）がある。

ルイコ電放

 表・電・2-4-3　高圧進相コンデンサ  （ 1 台当たり）

名　　　称 規　　　格
高圧進相
コンデンサ 雑材料

電　工 普　通
作業員 その他 搬入費 摘　要

台 人 人

高 圧 進 相
コ ン デ ン サ
（6kV/3kV）

三相 10/12 kvar 1

一式

（ 材料 ）価格 
×0 . 002

0 . 248 0 . 248

一式 一式

〃  15/18 〃 1 0 . 301 0 . 301
〃  20/24 〃 1 0 . 442 0 . 442
〃  25/30 〃 1 0 . 558 0 . 558
〃  30/36 〃 1 0 . 575 0 . 575
〃  50 〃 1 0 . 655 0 . 655
〃  75 〃 1 1 . 13 1 . 13
〃 100 〃 1 1 . 26 1 . 26
〃 150 〃 1 1 . 59 1 . 59
〃 200 〃 1 1 . 78 1 . 78

（注）　1．　  油入または乾式（箱共）の場合とする。
　　　2．　  放電コイルの取付けを含む。
　　　3．　  「その他」の率対象は，電工，普通作業員とする。

表・電・2-4-4　直列リアクトル（高圧進相コンデンサ用） （ 1台当たり）

名　　　称 規　　　　格
直 列
リアクトル 雑材料

電　工 普　通
作業員 その他 搬入費 摘　要

台 人 人

直 列
リ ア ク ト ル
（6kV/3kV）

三相SC 50kvar用 1

一式

（ 材料 ）価格
×0 . 002

0 . 629 0 . 629

一式 一式
〃 75 〃 1 0 . 682 0 . 682
〃 100 〃 1 0 . 823 0 . 823
〃 150 〃 1 0 . 911 0 . 911
〃 200 〃 1 0 . 973 0 . 973

（注）　1． 油入または乾式（箱共）の場合とする。
　　　2．「その他」の率対象は，電工，普通作業員とする。

変圧器

　　⑩ 　改修工事における荷揚用揚重機械器具の費用において，規格の選定および存置日数は，施
工内容，施工条件等により規格を選定する。

⑶　共通仮設費率の算出
　　共通仮設費率の算出には，表・12～18までに示す工事種別ごとの表中の算定式を用いる。

共通仮設費率の算出に用いるT（工期）は，入札公告等に示された開示予定日から工期末まで
の日数をもとに，開札から契約までを考慮し 7日を減じた日数を30日/月で除し，小数点以下第
2位を四捨五入して小数点以下第 1位止めとする。なお，設計図書等に工期の始期が明示されて
いる場合は，その始期から工期末までの日数を30日/月にて除する。また，工事一時中止（一部
一時中止の場合も含む）があった場合は，これを理由として工期延伸する期間を除く。
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表・10 地上階の仕上用揚重機械存置日数（鉄筋コンクリート造）

階数（N） 規　　格 存置日数 摘　　要

1 16t 4×A＋1

2 16t 8×A＋2

3 16t 12×A＋3

4 ロングスパン工事用エレベータ1t未満 18 . 5×N＋40 . 5 建築面積1 , 000m 2ごとに 1台

5 ロングスパン工事用エレベータ1t未満 18 . 5×N＋40 . 5 建築面積1 , 000m 2ごとに 1台

表・11 地下階の仕上用揚重機械存置日数（鉄筋コンクリート造）

階数 規　　格 存置日数 摘　　要

B1 16t 6 . 4×A

 表・12　共通仮設費率（新営建築工事） 

直接工事費 1 , 000万円以下 1 , 000万円を超える

上　限 4 . 33% 5 . 78×P－0 . 0313

共通仮設費率 共通仮設費率算定式により算出された率

下　限 3 . 25% 4 . 34×P－0 . 0313

算定式　Kr＝7 . 56×P－0 . 1105×T  0 . 2389

ただし，Kr：共通仮設費率（％）
P：直接工事費（千円）とし，1 ,000万円以下の場合は，1 ,000万円として扱う
T：工期（か月）

（注）　1．　  本表の共通仮設費率は，施工場所が一般的な市街地の比率である。
　　2．　  Krの値は，小数点以下第 3 位を四捨五入して小数点以下第 2 位止めとす

る。

　工期の長短によって算出結果の共通仮設費率は変わるが，図中で設定された共通仮設費率の上
限費率と下限費率の間の値を用いる。

18 　総　　　論 3-2　共　通　費　 19

図・1　工期と共通仮設費率（新営建築工事 直接工事費1 , 000万円の場合）

表・13　共通仮設費率（改修建築工事）

直接工事費 500万円以下 500万円を超える

上　限 6 . 07% 11 . 74×P－0 . 0774

共通仮設費率 共通仮設費率算定式により算出された率

下　限 3 . 59% 6 . 94×P－0 . 0774

算定式　Kr＝18 . 03×P－0 . 2027×T 0 . 4017

ただし，Kr：共通仮設費率（％）
P：直接工事費（千円）とし，500万円以下の場合は，500万円として扱う
T：工期（か月）

（注）　1． 本表の共通仮設費率は，施工場所が一般的な市街地の比率である。
2． Krの値は，小数点以下第 3 位を四捨五入して小数点以下第 2 位止めとす

る。

共通仮設費の算出
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令和2年度版

総　　論
建築工事編
建築工事の積算について
1. 仮　設
2. 土　工
3. 地　業
4. 鉄　筋
5. コンクリート
6. 型　枠
7. 鉄　骨
8. 既製コンクリート

9. 防　水
10. 石
11. タイル
12. 木　工
13. 屋根およびとい
14. 金　属
15. 左　官
16. 建　具
17. 塗　装
18. 内外装
19. 仕上ユニットほか

20. 排水
21. 構内舗装
22. 植　栽
23. とりこわし
24. 建築改修
電気設備工事編
電気設備工事の積算について
1. 共通工事
2. 電力設備工事
3. 通信・情報設備工事
4. 改修工事

機械設備工事編
機械設備工事の積算について
1. 共通工事
2. 空気調和設備工事
3. 自動制御設備工事
4. 給排水衛生設備工事
5. 改修工事
付　　録
1. 公共工事設計労務単価について
2. 共通費の算定例

●令和2年度の積算基準類等に準拠
●公共建築工事積算研究会参考歩掛りと、経済調査会積算研究会
検討歩掛りも併せて掲載

●付録に、（令和2年3月からの）公共工事設計労務単価、
共通費の算定例を掲載

内容見本

　型枠材（丸パイプおよびパイプサポート類も含む）は，型枠業者が回収する。
　型枠組立解体時に発生した鉄線，くぎ類および端材の処理費は，共通仮設費の屋外整理清掃費に
含まれる。
　型枠材の運搬費は往復とし，運搬距離は30km程度（片道）を標準として別途計上する。
　打放し合板型枠の歩掛には，標準的な面木類を含む。
小型構造物の型枠とは，工作物の基礎等において， 1か所当たり 1 m3程度のコンクリート量で
点在する構造物，高さ 1 m程度の擁壁，および囲障の基礎等をいう。
　型枠の施工能率の変動要因として考えられ，別途の計上が必要となるか否かについて検討すべき
項目を以下に示す。
　　①　階高が特に高いか，または吹抜け部分の有無
　　②　繰返し作業の多少（職人の習熟度の有無）
　　③　工場製品との取合いの多少
　　④　建物の仕上げ程度
　これらのほかに，加工不可能な特殊な型枠を使用する場合や二重床板で型枠取外しのための「ダ
メ穴」が必要な場合の事後処理については，十分に配慮する。これらは見落とすことが多いが，積
算上無視することは工事費に影響を及ぼすばかりでなく，品質管理上も問題である。
　なお，資材価格については，「月刊 積算資料」等を参考に設定することが望ましい。また，公共
建築工事の積算では，普通合板型枠，打放し合板型枠，型枠運搬費については，市場単価（「季
刊 建築施工単価」等に掲載）を採用している。
　一般の型枠の標準的な構成比率を次に示す。
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型枠の標準的な構成比（鉄筋コンクリート造建物，一般ラーメン） （％）

名　　　称 基　礎 地中梁 柱 梁 壁 床その他 計

構 成 比 3 10 10 20 35 22 100

型枠の標準的な構成比（鉄筋コンクリート造建物，壁式） （％）

名　　　称 基　礎 地中梁 壁 床その他 計

構 成 比 2 6 62 30 100

型枠の標準的な構成比（鉄骨造建物，門形ラーメン） （％）

名　　　称 基　礎 地中梁 計

構 成 比 30 70 100

❶　型　　　枠
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型

枠

柱の型枠例

例枠型の梁大例枠型の梁小

柱の型枠例
（コラムクランプ使用）

表・建・6-1　普通合板型枠 （ 1 m2当たり）■は市場単価

名　　　称 規　　　格 単位 小型構造物
鉄骨造建物

門　　形（ラーメン）

鉄　　 筋
コンクリート
造 建 物
一　　般（ラーメン）

鉄　　 筋
コンクリート
造 建 物
（壁　式）

摘　　 要

合 板 型枠用厚さ12mm
900×1 , 800mm m2 1 . 25 1 . 05 1 . 04 1 . 03 27（50）％

さ ん 材 60×30mm m3 0 . 007 0 . 004 0 . 004 0 . 003 36（50）％
角 材 100×100mm 〃 0 . 02 ― 0 . 003 0 . 003 20（50）％
丸 パ イ プ ϕ 48 . 6 m ― 7 . 59 7 . 33 7 . 55 3%
パイプサポート 本 ― ― 0 . 44 0 . 33 5%
セ パ レ ー タ ボルト式 個 ― 2 . 18 1 . 74 1 . 71 100%
フォームタイ 座金共 本 ― 4 . 36 3 . 48 3 . 42 30%
鉄 線 kg 0 . 09 ― ― ―
く ぎ 金 物 〃 0 . 04 0 . 06 0 . 05 0 . 05
は く 離 剤 ℓ 0 . 02 0 . 02 0 . 02 0 . 02
型 わ く 工 人 0 . 15 0 . 11 0 . 13 0 . 13
普 通 作 業 員 〃 0 . 07 0 . 05 0 . 07 0 . 06
そ の 他 一式 一式 一式 一式

（注）　1． 摘要欄の数値は，1 現場当たりの損料率を示す。（　）内の数値は，小型構造物の損料率を示す。
　　　2． コンクリート打設時の型枠点検および保守を含む。

3．   「その他」の率対象は，合板，さん材，角材，丸パイプ，パイプサポート，セパレータ，
フォームタイ，鉄線，くぎ金物，はく離剤，型わく工，普通作業員とする。 型枠

❶　鋼　管　類
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表・機・1-1-1 水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（SGP-PA）
（給水・冷却水）ねじ接合（管端防食継手） （ 1 m当たり）

細　　　　目 材　　　　料
配管工

はつり補修 その他
施工箇所 呼び径

管
継　手 接合材等 支持金物

m 人

屋内一般
配　　管

15 1 . 10

一式
（管単価
×0 . 75）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 089

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

20 1 . 10 0 . 100
25 1 . 10 0 . 123
32 1 . 10 0 . 151
40 1 . 10 0 . 166
50 1 . 10 0 . 208
65 1 . 10 0 . 271
80 1 . 10 0 . 307
100 1 . 05 0 . 401

機械室・
便所配管

15 1 . 10

一式
（管単価
×1 . 10）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 107

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

20 1 . 10 0 . 120
25 1 . 10 0 . 148
32 1 . 10 0 . 181
40 1 . 10 0 . 199
50 1 . 10 0 . 250
65 1 . 10 0 . 325
80 1 . 10 0 . 368
100 1 . 05 0 . 481

屋外配管
（架 空・
暗 渠 内・
共同溝内）

15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 55

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 080

― 一式

20 1 . 05 0 . 090
25 1 . 05 0 . 111
32 1 . 05 0 . 136
40 1 . 05 0 . 149
50 1 . 05 0 . 187
65 1 . 05 0 . 244
80 1 . 05 0 . 276
100 1 . 05 0 . 361

地中配管 15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 40

一式
（管単価
×0 . 05）

―

0 . 062

― 一式

20 1 . 05 0 . 070
25 1 . 05 0 . 086
32 1 . 05 0 . 106
40 1 . 05 0 . 116
50 1 . 05 0 . 146
65 1 . 05 0 . 190
80 1 . 05 0 . 215
100 1 . 05 0 . 281

（注）「その他」の率対象は，配管工，はつり補修とする。
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 表・機・1-1-2　  水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（SGP-PB） 
（給水・冷却水）ねじ接合（管端防食継手）  （ 1 m当たり）

細　　　　目 材　　　　料
配管工

はつり補修 その他
施工箇所 呼び径

管
継　手 接合材等 支持金物

m 人

屋内一般
配　　管

 15 1 . 10

一式
（管単価
×0 . 65）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 089

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

 20 1 . 10 0 . 100
 25 1 . 10 0 . 123
 32 1 . 10 0 . 151
 40 1 . 10 0 . 166
 50 1 . 10 0 . 208
 65 1 . 10 0 . 271
 80 1 . 10 0 . 307
100 1 . 05 0 . 401

機械室・
便所配管

 15 1 . 10

一式
（管単価
×0 . 90）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 107

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

 20 1 . 10 0 . 120
 25 1 . 10 0 . 148
 32 1 . 10 0 . 181
 40 1 . 10 0 . 199
 50 1 . 10 0 . 250
65 1 . 10 0 . 325
80 1 . 10 0 . 368
100 1 . 05 0 . 481

屋外配管
（架 空・
暗 渠 内・
共同溝内）

15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 45）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 080

― 一式

20 1 . 05 0 . 090
25 1 . 05 0 . 111
32 1 . 05 0 . 136
40 1 . 05 0 . 149
50 1 . 05 0 . 187
65 1 . 05 0 . 244
80 1 . 05 0 . 276
100 1 . 05 0 . 361

地中配管 15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 35）

一式
（管単価
×0 . 05）

―

0 . 062

― 一式

20 1 . 05 0 . 070
25 1 . 05 0 . 086
32 1 . 05 0 . 106
40 1 . 05 0 . 116
50 1 . 05 0 . 146
65 1 . 05 0 . 190
80 1 . 05 0 . 215
100 1 . 05 0 . 281

（注）「その他」の率対象は，配管工，はつり補修とする。

SGP-PB

品確法では「予定価格を適正に定めること」を規定しており、公共
建築工事において積算基準類の適用による工事費積算の実施が
必須です。
本書は、公共建築工事標準仕様書・積算基準・標準単価積算基準・
共通費積算基準・数量積算基準等の最新版に準拠しています。

経済調査会積算研究会 編
B5判  約８００頁
定価8,470円（本体7,700円＋税）
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解体工事の計画、積算、解体材処理、再利用までを
事例を交えて詳細に解説

解体工事の際の重要課題の一つである安全管理に
ついても詳しく解説
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5. コンクリート
6. 型枠
7. 鉄骨
8. 既製コンクリート
9. 防水
10. 石
11. タイル
12. 木工

13. 屋根およびとい
14. 金属
15. 左官
16. 建具
17. 塗装
18. 内外装
19. 仕上ユニット 他
20. 構内舗装
21. 植栽
22. とりこわし
23. 建築改修
参考資料

◆ 「公共建築工事積算基準」 「公共建築工事積算基準等資料」
等に基づいて内容を更新。

◆ 公共建築工事積算における単価補正の計算例を解説付きで
参考資料として新たに収録しています。

建築工事の積算建築工事の積算

豊富な、 図・表・解説・注意点・単価表算出例と、平易な言葉による解説により、
改訂20版工事歩掛要覧〈建築・設備編〉の建築分野の理解と活用に役立ちます。

工事歩掛要覧
〈建築・設備編〉

国土交通省
公共建築工事
積算基準に準拠

併せてご活用ください

建築施工単価

市場単価・
工事費なら…

建築設備工事の積算

設備分野の
理解と活用は
こちら
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一般財団法人 経済調査会

藤 森　照 信　著
　工学院大学特任教授、東京大学名誉教授、
　東京都江戸東京博物館館長

3,888円（本体3,600円＋税）　A５判　470頁

『藤森照信の建築探偵放浪記』
～風の向くまま気の向くまま～

◆月刊『積算資料』連載中の「建築あれこれ探偵団がゆく」を
待望の書籍化！

2018年3月
発刊予定

学生時代すでに教授からも藤森先生と呼ばれ、その
知識は縦横無尽。
「これなら来るまでもなかった」と落胆から始まり
やがて「やはり来てよかった」と転回するくだりは
圧巻の建築探偵事件簿。
実に多才な同級生。建築とはこんなふうに味わうも
のであったか。

小 田　和 正 （ミュージシャン）

東京駅、豊平館、リアス・アーク美術館、富岡製糸場、
スイスシャレー、出雲大社、聴竹居、モニエの給水塔、
ル・ランシーの教会、水戸芸術館、歌舞伎座、京都駅、
伊豆長八美術館、雄勝天然スレート　ほか

Ⅰ章　工法・造形・素材

Ⅱ章　人物

Ⅲ章　宗教

Ⅳ章　歴史

国立代々木競技場、戦没学徒記念館　若人の広場、香川県庁舎、
ジャンヌレ邸・ショウオブ邸・シュトッツアー邸、サヴォア邸、
ミューラー邸、チューゲンハット邸、落水荘、ネゲブ記念碑　ほか

ウマイヤモスク、死海写本神殿、聖墳墓教会、サグラダファミリア、
ヴォロネツ修道院附属教会、メテオラの修道院、ル・トロネ修道院、
モン・サン・ミッシェル修道院　ほか

ナチスドイツの建築、芸術の家とナチス本部、クノッソス宮殿、
エピダウロスの円形劇場、パンテオン、ソウル駅、瀋陽故宮、
網走監獄、万葉亭、国宝 待庵　ほか

目　次

№05 富岡製糸場

№45 落水荘

№61 エピダウロスの円形劇場



［編集］一般社団法人 日本免震構造協会　［発行］一般財団法人 経済調査会
A4判　142頁　定価2,592円（本体2,400円＋税）

• 施工計画の立案に重点を置いて解説（２章）し、施工計画書の
 作成に活用できる詳細なチェックシート（例）を掲載。
• 免震部材メーカー各社の協力により、製品の性能検査に関す
 る解説を「8.付録」として掲載。

JSSI免震構造施工標準 2017

免震構造物の部材製作、免震層の施工、検査に
関する基準を標準的な施工管理に沿って記述。
免震建築に携わる技術者必携の図書です。

免震構造物の部材製作、免震層の施工、検査に
関する基準を標準的な施工管理に沿って記述。
免震建築に携わる技術者必携の図書です。

　「JSSI免震構造施工標準」（以下「JSSI施工標準」と記す）は、健全なる免震建築
物の普及を目指す日本免震構造協会の活動の一端を担い、免震建築物の施工品
質の確保を目的として、2001年に初版が発刊されました。以来、設計、施工技術の
進歩や、震災の教訓を受け止めながら、定期的に改定を行ってきました。今回は４
回目の改訂になります。前回の改定の前には、2011年３月11日、東北地方太平洋
沖地震が発生し、大きな人的被害や建物被害を受けました。図らずも免震建築物
の構造安全性が今まで以上に実証されたとともに、初めて遭遇する大きな変形に
対して免震エキスパンションジョイントや耐火目地に関わる不具合が新たに報告さ
れました。これを受けJSSI施工標準2013年度版には免震エキスパンションジョイ
ントや、設計クリアランスに関する記述を追加しています。また、昨年、2016年４月
14日および16日にも熊本地方を中心に直下型ともいえる活断層に由来する強い
地震が発生し、一般建物に多くの被害が報告されていますが、免震建築物は構造
的な被害を受けることはありませんでした。このように、免震建築物が設計、施工の
両面で、一定レベル以上の免震性能品質を確保し続けているということは、免震建
築に携わってこられた技術者の皆さまの努力のたまものであります。
　今回の改訂においては、施工品質の造り込みの第一歩である、施工計画の立案
に重点を置きました。既に免震工事という工事区分が確立され、鉄骨工事やコンク
リート工事と同様に、施工計画書とそれに基づく高度な品質管理が要求されていま
す。JSSI施工標準2013年版では、品質管理という項目で施工計画書の構成や施
工管理書類の位置付け等を掲載していましたが、今回の改訂では、「２.施工計画の
立案」という章を設け、さらに施工計画書の作成に活用できる詳細な施工計画チェ
ックシートも掲載しました。また、免震部材製作の関係各社の協力を得て、製品検
査、とりわけ性能検査に関する解説を付録として掲載しております。
　今後とも、免震構造の施工品質確保への一助となるよう、本書を活用していただ
ければ幸いです。

一般社団法人 日本免震構造協会
技術委員会／施工部会
「はじめに」より抜粋

本書のご案内

2017年
7月発刊

今回の改訂内容
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適用範囲
準拠する基規準等
用語
品質管理計画
施工計画書に記載すべき項目
施工計画のチェックシート（例）
アイソレータの製作管理
ダンパーの製作管理
ベースプレートの製作管理
免震継手の製作管理
免震エキスパンションジョイントの製作管理
仮設計画
水平拘束材
受入検査
基礎免震建物の施工
免震部材の保管、養生
ベースプレートの下部充填工法
安全管理
施工時検査
免震建物の竣工時検査

免震継手の施工
免震エキスパンションジョイントの施工
中間階免震の概要
中間階免震層の施工上の留意点
中間階免震層における防耐火措置

6. 免震継手および免震エキスパンションジョイントの施工



豊富な実例・データに基づく

 工事単価情報誌!

リフォーム編リフォーム編

マンション修繕編マンション修繕編

1. 仮設工事
2. 土･地業工事
3. 基礎工事
4. 鉄筋コンクリート工事
5. 鉄骨･耐火被覆工事
6. ＡＬＣ工事
7. 防水工事
8. 木工事
9. 木材

10. 断熱･気密･防音工事
11. 屋根･板金工事
12. 金属工事
13. 石工事
14. タイル工事
15. 左官工事
16. 吹付工事
17. 外装工事
18. 金属製建具工事

28. 給湯設備工事
29. 冷暖房･空調設備工事
30. 電気設備工事
31. 昇降設備工事
32. 防火･防犯･防災
33. 防蟻･防湿工事
34. 外構･造園工事
35. 商業･店舗工事
法規チェックリスト

19. 木製建具工事
20. 建具金物
21. ガラス工事
22. 塗装工事
23. 内装(床)工事
24. 内装(壁･天井)工事
25. 室内装飾･家具工事
26. 住宅設備機器
27. 給排水･衛生工事

掲載工事費

点検・調査・診断、解体、仮設、基礎、構造、屋根、とい、外壁、サッシ、ガラス、内窓、ドア、床、壁、
天井、壁紙、内部建具、家具、キッチン、浴室、洗面室、トイレ、設備、耐震・沈下修復、外構

掲載工事費

法定点検、共用部分清掃、仮設、屋根・床防水、外壁塗装等、シーリング、鉄部塗装等、建具・
金物等、給水・排水、配管更生、ガス、空調・換気、電灯設備、情報・通信設備、消防用設備、
昇降機設備、立体駐車場設備、外構、調査診断

掲載工事費

とは？  戸建住宅の新築やリフォーム、また、マンションの修繕にあたり、施主と工務店との契約段階に
スポットをあて、主に施工単位あたりの工事費（材工共価格）について、実際の取引価格を中心に掲載した価格情報誌です｡

隔年1冊（7月）

年1冊（10月）

年1冊（4月）

新築住宅の工事費や材料費を工種別に掲載。
特集では、省エネ義務化を見据えて『住宅省エネルギー基準　簡易
計算ルートについて』、『新しい断熱材認証（E I制度）の目的と展
開』と題し、今後必須となる知識を幅広く紹介。また、『住宅と住宅設備
のグッドデザイン』では、今や誰もが知る「グッドデザイン賞」の概要と住
宅分野の評価傾向を紹介しながら、受賞作品を一覧で掲載しています。

マンション共用部分修繕に関する工事単価について、長期修繕計画標準
様式の修繕工事項目に基づき掲載。
特集は「社会保険加入対策」、「標準管理規約の改正」「ヴィンテー
ジマンションプロジェクト」の３テーマ。見積り実例では、超高層マン
ションの大規模修繕、耐震補強と大規模修繕の同時工事、配管更生、
給排水設備改修の合計４事例を掲載。　次号は2019年7月発刊予定

マンション共用部分修繕に関する工事単価について、長期修繕計画標準
様式の修繕工事項目に基づき掲載。
特集は「社会保険加入対策」、「標準管理規約の改正」「ヴィンテー
ジマンションプロジェクト」の３テーマ。見積り実例では、超高層マン
ションの大規模修繕、耐震補強と大規模修繕の同時工事、配管更生、
給排水設備改修の合計４事例を掲載。　次号は2019年7月発刊予定

戸建・マンション専有部のリフォーム工事費を部位別に掲載。
特集は、「新耐震基準の木造住宅の耐震性能検証法」と「住宅
ストック活用・活性化の道筋」の2つのタイムリーな企画。設計・見積り
実例では、「長期優良住宅」、「ZEH」、「耐震」をはじめとした7事例
を詳細まで分かり易く紹介。今号も「見積りの算出例」などリフォーム
に役立つ情報が満載です。

住宅建築編住宅建築編
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